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はじめに一沖縄 とイラク

イラク戦争が開始 されてから一年あま りが経過 した 。 ブ ッシュ政権 に とってイ ラクは、 「対

テロ戦争」 を錦の御旗 にテ ロ(支 援)国 家を軍事力で 「先制攻撃」す ることによって 「政権交

代」を強制的に実現させ るいわゆるブ ッシュ ・ドク トリンの実験場であった。 フセイン政権打倒

とい う所期 目標は開戦か ら二ヶ月半あま りで達成 された。 しか し、新たな政権の受け皿づ く りと

国内秩序の回復 を目指 したその後のアメ リカ主導 のイラク占領統治政策は、一向に収ま らない現

地住民による反米武装闘争に阻まれ泥沼の様相 を呈 している。 ブ ッシュ政権 は、第二次大戦後の

対 日独 占領政策 を引き合いに、イラクでの成功 を国民に約束す る。だが、イラク情勢に 日独の経

験 をあてはめよ うとす るのが的はずれであることは、すでに 日独の 占領史研究者 によって指摘 さ

れている。 しか し、今 日のイラク情勢 に鑑み、あえて 日本 の占領経験か ら教訓を得 よ うとすれ ば、

そのまな ざしは 日本の再独立の影 で負の遺産を一手に背負 わされた沖縄 に向けられ るベ きであろ

う。



米国の沖縄政策史か らは、米国の 占領統治政策全般 に通低するある心理的パターンが読み取れ

る。 沖縄 を初 めて訪れた米国人は慈悲深い 「解放者」であった。1853年 、開国 を要求すベ く日本

に向か う途 中で沖縄 に立ち寄ったマ シュー ・ペ リーは 「日本 の支配者 の悪逆非道か ら琉球 当局 を

守 ることは、文字通 り正義以外の何物で もない ・・(中略)… アメ リカ当局から権威 と支持が

与え られ るかぎ り、私 はこれ らの人々に保護 を与えつづ けるつも りだが、それは賢い策であ り、

また正義で もあるのだ」 と日記に記 している(M,C.ベ リー/木 原悦子訳 『ベ リー提督 日本遠征

日記』小学館、1996年)。 だが、第 二次大戦後 に沖縄を再訪 した米国人は高圧的な 「征服者」に

変貌 していた。それ は例えば土地強制収用問題 をめ ぐる阿波根昌鴻 とシャープ少佐 との間で交わ

され た次のよ うなや りとりに典型的であ る。

シャープ 「軍が土地 を必要 とす るのは、.東洋に不安があるためである。わか りやす くいえば、

敵の危 険か ら沖縄 を守 るためであ る。」

阿 波 根 「それ はありがたいお ことばであ ります。 しか し、わた したちも同 じ沖縄人 であ り

ますか ら、一様 にわた したちを守 って くだ さい。」

シャープ 「それ はよくわかるが、大多数を安全 にす るためには少数 の者が犠牲になることは

気の毒だがやむを得 ない」

阿 波 根 「聖書に一匹の迷える子羊を助 けるために九十九匹の羊を野に置いて探 した とい う

ことがあ ります。 わた したちだけが犠牲になって他の沖縄人を守 るとい うことには

承服できません。反対であ ります。」

シャープ 「それ では君たちは(怒 りをこめて)軍 に反対す るとい うのか(に らむ)。」

(阿波根昌鴻 『米軍 と農民』岩波新書、1973年)

占領 され る側 の現地住民による執拗な反発 にアメ リカは困惑 し深い 自責の念 に駆 られ るのであ

る。1958年 、米雑誌 『ハーパーズ』誌の記者バー トン ・ビックスは 「なぜ沖縄人は米国をき らう

のだろ うか」 と題 した記事の中で、その疑問に 自ら次の よ うに回答 した。 「その答は、アメ リカ

軍要員一人一人の態度 と、司令官た ちの政策の両方に求めることができる。両方 とも悲 しいこと

に、また残酷にも、沖縄人の感情、彼 らの精神生活、伝統にたい して無感覚だ った。アメ リカ人

は、アメ リカ の生活態度 を魅力ある ものにす るよ う留意 しなかったのである」(大 田昌秀 『醜 い

日本人一 日本 の沖縄意識』岩波書店、2000年)

こ うした憐欄、支配、そ して 自省 とい う米国人の他者理解(接 触)の パターン(サ イクル)は 、

今 日の米国のイラク占領政策(す でに多くのイ ラク人に とって米国人はフセイ ン独裁体制か らの

「解放者」か ら、イ ラク人捕虜虐待事件に象徴 され る抑圧的な 「占領者」のイ メージに変貌 して

いる)に も受け継 がれ ている。 国際主義外交 を支 える世界秩序(民 主主義)の 担い手 としての主



体意識 を基調 として、人種偏見(差 別)に 根 ざした保護者意識、あるいは戦後 占領期特有の戦勝

者意識 が重な ることによって、いわば他者を介在 しにくい独善的かつ一方的な他者認識がもた ら

され るとい う構図は、米外交が克服すべき重い課題 として存在 し続 けている。残念なが ら、沖縄

に対 して米国は こうした意識の呪縛か らいまだ解放 されてお らず、本質的にはそ うした心理的要

因が在沖米軍基地 問題 の抜本解決を阻んでいるよ うに思われる。

本稿 では、 こ うした米外交全般に関わる普遍的テーマを念頭 に置 きつつ、戦後 の沖縄に とって

最大の転換点であった沖縄返還(1972年)を 中心に沖縄問題を 日米関係史の視点から再検証する。

再考にあたっては、近年 日本で公刊 された注 目すべ き研 究書三点に焦点をあて、そこで指摘 され

ている新たな事実や解釈 を紹介 しながら1最 後に歴 史としての沖縄返還について私見を述べ る。

1、 戦後沖縄分離の背景,

現代の沖縄間題 の起源 が戦後の米国GHQ主 導の対 日占領政策のあ り方に求 められ ることは、

すでにいくつかの先行研究の中で指摘 されてい る。 ただ し沖縄 に対す る日本の 「潜在主権」を明

記 した対 日講和条約第三条の成立過程 については研 究者の間で解釈上の合意が形成 されていると

はいえず、近年、蓄積著 しい吉 田外交に関す る実証研究の成果 と照合する形でこの個別問題 に対

す る研究の深化 も注 目され る。

本稿では占領 期の沖縄 間題 に焦点 をあてた最新の研 究書 であるロバー ト・D・ エル ドリッジ

『沖縄 問題の起源一戦後 日米 関係 における沖縄1945ー1952』(名 古屋大学出版会 、2003年)を 参

考に 「潜在主権」 問題について検討する。結論エル ドリッジの解釈はジ ョン ・ダワーの 占領期解

釈(戦 後 日本システムは 日米合作であっだ)を 基調 に戦後沖縄問題の根源であ る 「潜在主権」 も

いわば 日米合作であ り、そこに至 るまでの吉 田政権 の外交努力 についても肯定視する立場にたっ

ている。

エル ドリッジの研究には、 日米両国が沖縄の処遇 をめぐって共通の利害を確認 していく過程が

詳細 に分析 されている。まず米 国側 に関 して興味深いのは、太平洋戦争末期か ら冷戦初期 におけ

る米国の沖縄認識 を伺い しる内部文書の提示である。1944年OSSが 作成 した報告書 「沖縄研究
ミ

第三号一琉球列島の沖縄人 日本の少数民族」には、 日本人 と沖縄人の間には 「相互反感」があ

る と指摘 されてい る。また同年に発行 された米海軍省の 「民事ハ ン ドブ ック、 琉球諸島」には、

「沖縄諸島の住民は進歩の遅い田舎者、 とい う日本人の沖縄人 に対す る伝統的差別」を反映 して、

沖縄 は 「原始的で発展途上の社会」 とい う固定観念に支配 され ている、と記 されている。 こ うし

た文 化 的 社 会 的 な沖 縄 異 質 論 に加 え、 国 防省 で は 沖 縄 は 「重 要 基 地 群 」(Jcs570/40、

10/25/1945)と 位 置づ けられ 、基地の 自由使用 を求める声が強かった。他方、国務省は 「領土不

拡大」原則の実現 を目標 に、沖縄 に関 しては 日本への主権委譲 を主張 していた。

このよ うな米国側の動きに対 して、 日本の外務省は当初沖縄 の領有権を主張せず、米軍の常時



駐留認め る方針でいた。エル ドリッジは 「自らの安全保障を確保することばか りではなく、 日本

の対外 的安 全保障 を担 うこ とが期待 され た米国の安全保 障を確保す ることをも考慮 に入れた も

の」 と評価 している。 こ うした事態に昭和天皇が介入する。昭和天皇はGHQの マ ッカーサー元

帥が示 していた見解(日 本の主権 を排除す る形で排他的に琉球支配)に 危惧 を抱 き、 日本の主権

放棄 とい う事態 を阻止すべき とのメ ッセージを日本政府に向けて発 した。昭和天皇のメ ッセー ジ

は 「日本に主権 を残 しなが ら、沖縄の 『軍事的基地権』 を米国に提供せん とするもの」 とエル ド

リッジは解釈する。

1949年 以降、米国政府内において沖縄政策に関す る合意が形成 されていく。なかでも冷戦の開

始は米国に とっての沖縄の重要性 を決定付 けることになる。国家安全保障文書第13号(1949年5

月6日)は 「抑止的要素 として、軍事的に必要な基地」、「ソ連 とその同盟国たる共産中国の手 中

に落ちるこ とが阻止 され るべ き基地」 としての沖縄の戦略的重要性 を強調 し、沖縄の長期 占有 に

必要な地域経 済の復興 と軍事施設の拡充の必要性 を説いた。問題 は国務省 が主張する 「領 土不拡

大」原則 との折 り合いである。その答 えがジ ョン ・フォスター ・ダレスによって考案 された 「潜

在主権」であった。 「琉球諸島 に対す る 日本の主権 を認 めた と解釈 され る第三条は好意的 に評価

すべきではないか」 とエル ドリッジは述べ る。 もし、この解釈がなけれ ば 「沖縄 は信託統治協定

によって、あ るいは併合によって、永久に 日本か ら分離され るのはほぼ確実であった」。 この 日

米交渉における吉田外交については、「外交権 を奪われた敗戦国であったにもかかわ らず、 日本

政府が努力 を重ねたこと」によって 「機会の窓」が開かれた と評価す る。

ヱル ドリッジは、対 日講和条約が 日米間の 「沖縄問題」の解決ではなく始ま りを意味 し、特に

第三条領土条項は 「妥協の産物」(米 国の戦略要請、沖縄の回復を望む 日本の期待 、連合国の要

求、太平洋憲章の 目標実現 し日本 との協調関係 を築きたい国務省の意思)で あることを認め るが、

この条項 によって 日本 は 「国土分割」を免れ、 「沖縄返還に向けて開かれた窓は、軍部 によって

一旦は閉 じられたものの、そのことは、沖縄の 日本か らの分離を阻止 し、 日本に潜在主権 を残 し

た第三条の重要性 をいささか も減 じるものではない」 と同時代的な環境 の中では最善の策であっ

た と強調す る。 さらにその後 の状況も踏 まえて、この決定の意義 を次のよ うに説 く。 「米国が沖

縄を保有 しつづけることによって、 日米両国でフラス トレーシ ョンが蓄積 されたにもかかわ らず、

日米関係が決定的に傷つけられ ることはなかった」、「冷戦終結後 も不安定性の残る北東アジアに

おいては米国のプレゼンスが必要であるとい う厳然たる事実は、 日本、 とりわけ沖縄で米軍基地

をめぐる政治問題 を圧 してい る」。 エル ドリッジは、 日米間の沖縄問題の起源は こうした 「軍事

的、戦略的要求 と政治的 ・外交的要求の間のジ レンマ」にあると結んでいる。

エル ドリッジの研究は、 日米 関係重視の立場にたった保守的な解釈で貫かれ てお り、二国間の

利害の狭間で翻弄され る現地沖縄住民の視点が欠落 している。彼の研究か らは 日米関係の軍事的

側面を強調することによって成立する沖縄の共同支配の図式が浮 き彫 りにされ ているといえる。



2、 沖縄返還の論理構造

前述 したエル ドリッジによる研究の難 点は、宮里政玄 『日米関係 と沖縄』(岩 波書店 、2000

年)が 補っている。宮里は1972年 の沖縄返還に至 る交渉過程 を 日米沖の三者の相互作用か ら分析

する。宮里は沖縄住民の政治的影響力を強調 し、彼 らには 「直接 的」パ ワー(米 国民政府 に対す

る直接的な示威行為)と 「間接的」パ ワー(失 地回復を 日本政府 に訴える)が あった と指摘する。

その結果、米国は当初は住民の支持を独力で獲得 しよ うとしたが、それが困難 になる と日本政府

の協力を求めるようになった。宮里は 「米国の統治に対す る沖縄住民の抵抗 がなければ、沖縄 の

返還はなかった」 と明言する。

宮里によれば、沖縄統治に関 して米国側 には次の四つの論理があった と指摘す る。① 「軍部の

論理」=外 国の介入排除、米国の完全な統治権(=「 事実上の主権 」)、基地の 自由使用権、冷戦

論理。背景に、在 日基地の有効性が 日本国内の政治状況によって損なわれ るのではないか、 日本

が独立すれば基地撤退 を要求す るのではないかといった 日本の国内政治に対する不安感 が存在。

② 「ケナンの論理」=外 国の介入排除では軍部の論理 と同 じだが、そこに住民の経済状態の改善

加 わる。 沖縄 は 日本固有の一部ではないか ら国際的な批判はあって も統治 の維持可能 との立場。・

③ 「ダ レスの論理」=当 面は沖縄を 日本 に返還することはな く、 日本の諒解 と協力を得 て沖縄 を

統治す る。必要 とあれば一定条件付で返還する。 日本政府の諒解があれば米国は不定期 に統治で

きるとい う期待(=「 潜在主権の論理」)、沖縄の 「間接的」パ ワー と関連す る。④ 「ニクソンの

論理」=東 アジアにおける 日本の リー ダー的役割を認め、沖縄 を返還す ると同時に安保や経済に

おける日本の貢献 を要求す る立場。

宮里はこの四つの論理の組み合 わせ によって沖縄返還に至 る米国側の姿勢の変遷 を以下の時期

区分の中で説明す る。①軍部に よる排他的統治.(1945-57年):米 国が実質的 な主権 を保持する。

平和条約後の統治 も1945年 以来 の統治方式 と変化はない。宮里 によると、講和条約第3条 には

「軍部の論理」(「事実上の主権」)と 「ダ レスの論理」(「潜在主権」)と が、前提 としての 「ケナ

ンの論理」によって接合 され る形で並存 していると指摘す る。 ダ レスが新木駐米大使 に対 して

「日本軍備増強が沖縄返還の前提条件」 と告 げたことによ り、 日本政府 は沖縄返還 に消極的にな

ってい く。また戦術核配備や 日本本土か らの米海兵隊移駐な ど沖縄基地の近代化政策 に伴い、軍

用地の強制収用が実施 され、その ことが島 ぐるみの反米運動につながっていく。米国民政府 によ

る必死の切 り崩 しに対 して 日本政府 は非協力姿勢 を貫く。②統治の 「正常化」(=米 国の長期的

沖縄保 有)の 試み(1958一64年):ダ レスによる 「飛び地」分離返還論 は時期 尚早 と して断念。

「軍部の論理」が優位。 日本政府の協力によって軍用地問題 は解決 し、 日本か ら経済 ・技術援助

がもた らされる。 日本政府は、米国が沖縄の住民を適度に満足 させている限 り、施政権返還をも

とめないとの姿勢 を示す。ケネディ 政権は新政策には 「軍部の論理」が優位にたっていたが、独



断的な 「キ ャラウェイ旋風」や米議会の反応によって破綻する。③返還交渉へ向けて(1964ー68

年):教 公二法問題 を通 じて沖縄住民が 「直接 的な」パ ワー行使す ることによって、 自民党の介

入 を招 き、結果的に主席公選 とい う自治権拡大 の道が開かれ る。 この時期、米国民政府は、 自民

党 の助 けがなければ、沖縄 の革新諸派のみな らず保守派す ら抑 えることができない状況に陥って

いた。そ うした中で誕生 したのが佐藤政権 であった。宮里に よれば 「佐藤首相が求めていたのは

沖縄の復帰ではな く、沖縄基地を 日米共通 の利益のために最大限利用す ることであった。要す る

に米国 の要求を最 大限認 めて沖縄の返還 を要請す るとい うことである。 これ は 『ニク ソンの論

理』に完全 に一致す るものであった」。他方、 ライ シャワー駐 日大使の警鐘(ベ トナム戦争の悪

化に よって戦争批判か ら保守のナシ ョナ リズム と左翼の反米主義 とが合体 して沖縄 問題が爆発す

る可能性 を指摘)に より、米政府 ・議会内で沖縄返還の必要性 についての合意が生まれてい く。

④ 返還交渉(1969-72年):B52撤 去運動 、屋 良革新主席の誕生、復帰運動の急進化な ど沖縄政

治が激動す る中で沖縄返還をめ ぐる日米交渉が開始 される。米国側が求める沖縄返還の条件 は次

のよ うなものだった(NSDM5:4/30/69)。1)日 本は琉球列島を含む 日本地域の海上、空 、

海の防衛の責任を負 うこと。2)日 本は復帰後 の沖縄において も現在 日本本土に適用 されている

措置 をとり、沖縄 における米国の基地の保護 と、無妨害のアクセスを保障す ること。3)復 帰に

よって生 じた施設の移転等の費用は 日本政府 が負担すること。4)米 国の国際収支 に対す る悪影

響を回避す ること。

当初 、沖縄にお ける核兵器の保持が検討 されていたが(NSDMI3:5/29/69)、 ニ クソン大

統領 は 日米交渉の最終段階で、 もし上記の諸条件 が満た されるのであれば、緊急時 にお ける核の

貯蔵 と通過の権利 を保持 した上で核兵器の撤去を考慮す る用意があることを示 した。 このニ クソ

ン政権の対応 は、核 をテ コに交渉を有利 に運ばせ るための戦術であった と宮里は述べ る。愛知 ・

マイヤー 会談 では、 日本側は主権(事 前協議の適用)な ど形式重視 で実質的な内容 には こだわ ら

ない姿勢 を示す一方で。米国側は、米軍の行動の 自由の確保を強調 した。有名 な若泉特使 とキ ッ

シンジャー との間の核密約(緊 急事態の核持込、通過を認 める)に ついては、米側 で文書の存在

が確認 されているものρ(た だ し非公開)、 日米の友好信頼関係が続 く限 り密約 は不必要だった ▼

と宮里は述べ る。宮里 は沖縄返還 をめ ぐる日米交渉を次のように評価す る。①米国の交渉はきわ

めて 「合理的」に行われ政策 の一貫性が維持 され る一方で、 日本側は終始受身であったため、米

国側 の要求はほぼ達成 され た。②米 国政府内で沖縄問題が 日米関係 の最重要課題 との共通 の認識

があった。③核抜き返還 を利用 して、基地の 自由使用権 を獲得す る戦略が 目を見張った。 日本側

は核抜 き返還 を勝 ち取 るために譲歩 を重ねる(若 泉の密約イニシ ャチブはその典型)。 ④ この戦

術 が有効であったのは、 日本の外務官僚の中に 「核抜き」の壁が きわめて厚い とい う先入観 が強

かった ことも影響 した。

最後 に宮里はこの沖縄返還交渉から二つの教訓を提示する。第一に、日本政府 は、米国政府 と



同様に政策決定に合理性を もたせ るべきであるが、佐藤 のよ うにニ クソン以上に 「ニ クソン的」

(復帰 よりも基地の効果的利用重視)で あれば沖縄問題の解決はあ りえない。第二に、 この交渉

過程にお いて 日本側は終始対米一辺倒 で 「思考が停止 していた」こ とが沖縄問題 の解決に障害 と

なった。1995年 の沖縄少女暴行事件によって普天間飛行場返還の 日米交渉が開始 されたが、かつ

ての沖縄返還交渉 と同様に、米国は沖縄基地縮小の代償 として 日本側 か ら 「極東有事」の際の 日

本の積極 関与を引き出す ことに成功 している。問題解決には、 日米琉が実質的な基地縮小 に向け

てスケジュール をたてそれ を確実に実施 していくことが重要 と宮里は結論づける。

3、 日米安保 と沖縄返還

宮里以上に日本政府 の対応に厳 しい批判 を展 開す るのが我部政明で あ る。彼 の近著 『沖縄返還

とは何 だったのか』(NHKブ ックス、2000年)は 日米安保体制 との関連か ら沖縄返還 について

論 じる。

我部は1972年 の沖縄返還は 「沖縄施政権返還」であった と主張す る。 この沖縄返還 は、表面的

な返還、つま り 「行政 ・立法 ・司法の権利が米国か ら日本政府 に返還 され ること」にとどま り、

本質的な返還、つま り 「米軍基地が 日本 に返還 される(基 地が撤去 され る)こ と」ではなかった。

日米安保 で規定 された事前協議制に関 して、我部 は米国内部の議論 を詳細に分析 してい る。

1966年9月21日 、沖縄問題 を検討す る省庁間極東地域 グループ琉球作業班によって作成 され た文

書 「日本 と琉球諸島における米基地権の比較」には、事前協議制の適用除外 にあたる事態 と して、

① 日本への武力攻撃の場合②韓国に駐留する在韓国連軍が武力攻撃を受 けた場合③極東 における

平和 と安全を維持するために米軍は兵站 ・補給支援活動④ 日本か らの米軍部隊の移動 と日本を通

過 して米軍部隊が戦闘作戦域 に行 く場合⑤核搭載が公 に知 られていない場合の核搭載艦 の 日本水

域お よび寄航(核 の持ち込みとは配備 ・貯蔵のみ)⑥1960年 安保条約調印当時の米軍部隊に関す

る手続 き、が記載 されている。 この事実から、』我部は対等な 日米関係 は 「虚像」であ り、事前協

議制は誕生時か ら空洞化 していた と主張す る。つま り密約や事前協議制 の有無に関係な く、緊急

事態 において軍事的に必要だ と判断 されれば、米軍は勝手に核兵器 を持 ちこめたわけである。 し

たがって密約があった とすれば一体何のための、誰のための密約だ つたのか、疑問視 され る。

沖縄返還時の米軍基地使用条件や期間を定めた 日米合同委員会覚書には 「原則 として返還前 と

同 じように使用」 と明記 され、返還前の自由使用を返還後 も認める内容 となっていた。また沖縄

返還 に伴 う日本政府 との財政 ・経済取 り決めによって、1972年 か ら1977年 の間に米政府は六億 ド

ル余 り(=1945年 以来から27年 間に米政府が沖縄に投入 した総費用 に匹敵)の 利益を得ていた。

その中の基地移転費が 「思いや り予算」(基 地維持費の負担→ 日米地位協定24条 違反)の 原型で

あった。

日米安保体制下の沖縄の役割 について、我部は次のように解釈する。返還前の沖縄米軍基地は、



日米安保体制 を 「外」側か ら(安 保条約 の適用外だったが極東、 日本の紛争抑止力 として米軍沖

縄駐留)支 えていた。返還後 は 日米安保体制 を 「内」側 から(安 保条約 で本 土と沖縄の違いはな

くなったが、在 日米軍の大半が沖縄 に集 中する現実変化 なし)支 えたのである。そ こには 「在 日

米軍基地の米軍の 自由使用が確保 され、同時に 日本では保守政権が事実上あ りえない事前協議制

を維持す ることで国民向けの面子が守 られ る」 とい う 「いびつな」 日米関係の姿があった。1993

年一94年 に発生 した朝鮮半島危機 を契機 に 日米 同盟は強化の一途 をた どり、「日本有事 」の際の

日米共同防衛協力(1978年 旧ガイ ドライ ン)と 「周辺有事」の際の日米共同防衛協力をあわせも

った1999年 新ガイ ドライン関連法案の成立はそ うした流れの到達点であった。

むす びにかえて

エル ドリッジ、宮里、そ して我部 と三人の沖縄 問題専門家による最新の研究成果 を概観 した。

最後にそれ らをヒ ン トに沖縄間題に関す る筆者 の理解 を提示す る。 。

歴史と しての沖縄返還 を考えた場合、端的にそれ は米国による沖縄 占領政策の失敗の所産 とし

て位置づけ られよ う。つ ま り米国は、沖縄 占領に伴 う政治 コス ト(本 土復帰 ・民主化 を求める住

民運動の高揚)や 経 済コス ト(米 軍基 地機能の拡張 ・近代花)の 増大に耐えられず、 日本側 に沖

縄 を返還せ ざるを得なかったのである。 ところが、返還交渉過程の中で、米国側か らのコス ト肩

代 わ り要求に 日本側が応 じたことに よって、返還後 も米国による沖縄の 「占領」が継続 して しま

ったのである。

米国にとって基地の 自由使用権の獲得 ・維持 こそが戦後か ら現在まで一貫 した沖縄に求め る最

大の 目標 であ り、この返還交渉 において もその点に関する再確認がなされた。 日本政府側はその

要求に対 して異を唱える どころか、逆に、米国同様、基地の重要性 を認識 し基地機能の さらなる

拡大に積極的な役割 を果 た した。その様相 は形を変 えた 「琉球処分」(か つての 日本単独の軍事

的な沖縄支配か ら日米共同の軍事的な沖縄支配へ)で あった。 また 日本政府が、事前協議制や非

核 三原則 を無視す るよ うな取 り決めを米国側 と密 かに行っていた事実は、沖縄の人々のみな らず

日本国民全体に対す る背信行為であった(そ の意味で佐藤のノーベル平和賞受賞は最大の欺瞞で

ある)。

このよ うな歴 史的な経緯 を踏 まえる と、沖縄問題 の抜本的解決は、ひ とえに米国にとっての沖

縄の戦略的価値 をいかに低減 させ られ るかにかかっているといえる。米側の論理に依拠 しない 日

本政府独 自の政策決定が求め られ る。 それは東北アジアの平和安定への積極的関与であ り、米国

に とって既得権益化 している 「安上が り」の米軍基地を支えている 「思いや り」予算の削減であ

る。
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